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・東南アジア諸国連合（ASEAN）結成
・海外経済協力基金（OECF）設立
・海外経済協力事業団（OCTA）設立

・ベトナム戦争終結
・国際協力事業団（JICA）設立
・日本の戦後賠償支払い終了

・プラザ合意
・日本のODA純額世界一に
・小規模無償資金協力（草の根無償）導入

・湾岸戦争
・ODA大綱策定
・第１・２回アフリカ開発会議（TICAD Ⅰ&Ⅱ）開催

・国連がミレニアム開発目標（MDGｓ）を発表
・JICAとJBIC統合
・「ODA戦略総合会議」発足

・アラブの春
・開発協力大綱策定
・海外投融資再開

5050
1967年、経済協力の必要性を国内に発信する専門媒体としてタブロイド新聞から出発した本誌は、
去る11月、創刊50周年を迎えた。劇的に変わっていく世界や途上国援助の潮流を捉え、ドナーとして
の日本がとるべき指針を示し続けてきた足跡の一部を、当時の表紙とともに振り返る。ジャーナル創刊50周年の足跡



中国の経済大国観

　中国の習近平国家主席（総書
記）は、10月18日に開幕した中
国共産党大会で「総合的な国力と
国際影響力で世界をリードする国
家になる」という方針を打ち上げ
た。　
　たとえば、米中の国内総生産
（GDP）を世銀の2016年ベース
で見ると、世界第１位が米国で
18.6兆ドルに対して、第２位の
中国は11.2兆ドルと、かなり肉
迫している。強国への条件である
同年ベースの軍事費を見ると、米
国が6,112億ドルで、中国の
2,152億ドルをかなり引き離して
いる。しかし、中国軍の近代化を
見ると、間もなく5,000億ドルへ
近づくものと見られている。
　そこで、去る７月付けで発表し
た米国ピュー研究センターの世界
の「経済大国」あるいは「覇権
国」に関する米中比較世論調査結
果にもとづいて、世界は米国を、
そして中国をどう見ているのかを
展望してみたい。

　（1）まず、米国民は中国が現
時点において「世界最大の経済大
国」と見ているかどうかの比率は
35％にとどまり、半数に当たる
51％の米国民は米国がナンバー
ワンだと思っている。ただ、別の
見方からすると、米国民の半数し
か世界一の経済大国であると認め
ていないことになる。
　それを日本の認識と比べると、
日本では米国を世界一の経済大国
と認めている比率は62％で、一
方、中国を世界一の経済大国と見
る比率は19％と極めて低い。ち
なみに、中国に対して一番低い認
識を示している国はインドで、そ
の比率は11％である。　
　次いで、ベトナムとブラジルが
17％と低い。ベトナムは地政学
的にも、過去の歴史からも、中国
を脅威と見ていることは理解でき
るが、他方のインドといいブラジ
ルといいトップクラスの新興国が、
中国の存在が大きくなるのを歓迎
していないようにも見受けられる。
これは、たぶんにライバル意識が
働いているからであろうか。

EUの中国経済大国観

　（2）次に面白い傾向を紹介し
てみたい。今度は中国をかなり高
い比率で経済大国と認めている
国々を見ると、なんと自由・民主
主義の旗頭であるEU主要国であ
る。中国を経済大国と認める比率
（％）は、スペイン（48）、フ
ランス（47）、英国（46）、ス
ウェーデン（4 2）、ドイツ
（41）、イタリア（40）である。
　こうした傾向からわかるように、
EU主要国は中国を、米国よりも
大きく世界をリードする経済大国
であるとの認識を示しているよう
である。この調査では米国を世界
一の経済大国と認める比率は、ス
ペイン（35）、フランス（37）、
英国（3 1）、スウェーデン
（40）、ドイツ（24）、イタリ
ア（40）と低い。
　だから、ヨーロッパ主要国が中
国の提唱したアジアインフラ投資
銀行（AIIB）への加盟にいち早く
応じたことがうなずける。そして、
AIIBの戦略思想でもある中国の

「一帯一路」構想にもいち早く飛
びついた。それはユーラシア大陸
の発展が、ヨーロッパの発展に直
結しているという考え方に立脚し
ているからであろう。習近平国家
主席が「総合力で世界をリードす
る」と豪語するのも、米国に匹敵
する経済力を持つようになるとい
う意味でわからないことはない。
　次に「中国を、世界をリードす
る経済大国」と認める世界的な傾
向を見ても、米国（42％）に対
し中国（32）が徐々に肉迫して
いる。
　ただし、それは習近平体制が５
～10年のタイムスパンで国民に
支持されての話でもある。
　（3）一方、アジア地域だけに
絞ってみると、米国対中国の比較
では、韓国は米国（66％）：中国
（27）で、以下同じく日本（62）：
（19）、ベトナム（51）：（17）、フ
ィリピン（49）：（25）、インド
（42）：（11）、インドネシア
（39）：（22）というように、まだ
米国への経済的依存度の大きいこ
とが反映されている。それは、ま
たアジア地域の安全保障という観
点から見ても、米国を世界第一の
経済大国という位置付けにしなけ
ればならない、という運命共同体
的発想にもとづいたものと見られ
ないこともない。

インドシナ半島への圧力

　アジアは地政学的に見ても、中
国の経済発展のエネルギーは大陸
内に収まらず、西沙や南沙諸島に
見るように東シナ海を南下して、
東南アジアの内陸国は言うに及ば

ず、東南アジアの海洋諸国にも、
経済力だけでなく軍事力でも大き
なインパクトを与えるようになる
のではないかと、将来を懸念する
見方が強い。しかし、中国経済の
近隣内陸国への経済的インパクト
は年々高まっている。
　たとえば、一番良い例として、
もともとアジア開銀の大メコン圏
開発（GMS）として進展してい
た経済回廊計画が、中国の雲南省
―ラオス―タイの一帯一路計画へ
と変貌しようとしていることが挙
げられる。
　また、タイ企業と中国企業との
戦略的な提携関係を見ても、
2008～2017年間で、資源エネル
ギーで４件（この中には原子力発
電関係が技術協力と業務提携で２
件含まれている）、自動車とその
関連で８件（高速鉄道計画や電気
自動車２件が含まれている）、情
報通信５件（中国のアリババ集団
との資本提携が注目される）、不
動産や工業団地造成で４件（この
中にはインド洋側のダウェー港開
発で中国鉄路工程集団との業務提
携が交わされている）、金融・保
険で３件となっている（学習院大
学国際社会科学部教授・末廣昭氏
の資料参照）。
　以上はタイと中国との深い経済
関係を示すものだが、海上の一帯
一路構想の一環として、日本の政
府開発援助（ODA）が大量に投入
されたタイの東部臨海工業地帯で
重要な役割を果たしているサッタ
ヒープ港は、カンボジアのシハヌ
ークビル港、ベトナムのブンタオ
港とともに、中国海洋戦略の重要

な要衝になるものと見られている。
　筆者は1970年代のタイで、華
僑総商会会長と会ったことがある
が、その時会長は、誇らしげに毛
沢東、周恩来の発言を掲載した華
字新聞のスクラップを筆者に見せ
て、「中国共産党政権は海外の多
くの華人にも、中国人としての誇
りを与えている」と語っていたこ
とを思い出す。
　次に、別な見方をするとタイの
ように、これから中国経済が海外
華人のネットワークと効果的にか
み合っていけば、大きな相乗効果
を発揮していくものと推測される。
　その意味で、アジアの華僑と言
われる在外の華人集団の存在も、
大陸中国の経済大国化に大きな役
割を果たして、決して無視できな
い存在となろう。
　すでに、タイの隣国カンボジア
もラオスも大量の中国マネーに踊
らされている。国境を接するミャ
ンマーも、徐々に中国マネーの浸
食を受けている。
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世界経済をリードする国は米国か中国か
世界はどう見ているか

韓国
日本

イスラエル
ベトナム
ハンガリー
米国
トルコ
フィリピン
セネガル
ケニア
メキシコ
ガーナ
ブラジル
コロンビア
ベネズエラ
ギリシャ
タンザニア
インド
チリ

南アフリカ

66 
62 
52 
51 
51 
51 
49 
49 
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47 
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44 
44 
44 
43 
42 
42 
41 

27 
19 
33 
17 
22 
35 
16 
25 
28 
25 
25 
26 
17 
23 
34 
39 
27 
11 
30 
29 

国名 米国
（％）

中国
（％）

イタリア
スウェーデン
インドネシア
オランダ
レバノン
チュニジア
ペルー
ナイジェリア
フランス
アルゼンチン
ヨルダン
スペイン
ポーランド
カナダ
英国

オーストラリア
ロシア
ドイツ

世界論調

40 
40 
39 
39 
39 
38 
38 
37 
37 
36 
35 
35 
34 
32 
31 
29 
27 
24 

42 

40 
42 
22 
42 
45 
25 
28 
37 
47 
33 
39 
48 
37 
42 
46 
58 
35 
41 

32 

国名 米国
（％）

中国
（％）

   2017年7月発表（US Pew Research Centerから）

世界をリードする経済大国－米国か中国か－



◆委員長／北岡 伸一 氏　　
　　　　　  国際協力機構　理事長

◆梨田 和也 氏
　外務省　国際協力局　局長

◆花岡 憲男 氏
　（一社）海外コンサルタンツ協会　会長

◆渡辺 利夫 氏
　拓殖大学　学事顧問

◆荒木 光弥
　『国際開発ジャーナル』　主幹

創刊50周年記念～「小論文コンテスト」結果発表！
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　国際開発ジャーナル社は、創刊
50周年記念事業として、日本の
国際協力の在り方について、将来
を見据えた提言・提案を募集し、
10月27日の最終審査で受賞作品
を決定した。
　課題テーマは、①「変わりゆく
世界とこれからの国際協力」、ま
たは②「国際協力―私の提案」。
②のテーマについてはさらに「官
民連携／インフラ整備／起業／持
続可能な開発目標（SDGs）」の
小テーマのうちから１項目を選択
するものとした。
　９月15日の募集締切日までに、
18歳の高校生から78歳の専門家
まで、計43編の応募があった。

内訳は、テーマ①が20編、テー
マ②が23編。所属別に見ると、
学界（学生含む）21編、開発コ
ンサルタント５編、国際協力関連
団体７編、その他社会人10編と
なった。
　審査は、①着眼・発想の斬新性、
②説得性の高さ、③実現の可能性、
④文章表現の適切さ、という4点
の基準に従い、外務省・国際協力
機構（JICA）・海外コンサルタ
ンツ協会（ECFA）・国際開発ジ
ャーナル社によって構成された選
考委員会による１次審査に続き、
審査委員会（下記参照）による最
終審査委員会において討議された。
その結果、大賞（外務大臣賞）に

は株式会社オリエンタルコンサル
タンツグローバルの鶴丸雅徳氏、
JICA理事長賞には世界銀行都市
開発コンサルタントの鈴木博明氏、
ECFA会長賞には立教大学社会デ
ザイン研究所研究員の櫻井幸男氏、
国際開発ジャーナル社会長賞には
関西学院千里国際高等部３年生の
南口虎太郎氏がそれぞれ受賞した。
本特集では、これら４編を収録し
ている（21ページ～37ページ参
照）。
　また、惜しくも上記４賞の受賞
には至らなかったものの、国際協
力の在り方に貴重な一石を投じる
提言を、審査員特別賞及び入賞と
した。
　上記の受賞者らには、大賞（外
務大臣賞）80万円、JICA理事長
賞50万円、ECFA賞30万円、国
際開発ジャーナル社会長賞10万
円などがそれぞれ授与されるほか、
学生の応募者には、『国際開発ジ
ャーナル』が１年間贈呈される。

応募と選考基準

審査委員会は以下のメンバーで構成されました（50音順敬称略）

「小論文コンテスト」にご協賛いただいた企業・団体
　「国際開発ジャーナル」創刊50周年記念事業として実施いたしました「小論文コンテ
スト」（後援：外務省、国際協力機構（JICA）、海外コンサルタンツ協会（ECFA））
につきまして開発コンサルティング企業をはじめ、多くの関連機関・団体の皆様からご
支援・ご協賛を賜りました。ここに社名・団体名を明記させていただき感謝申し上げま
す。50年間にわたる開発問題報道の実績と経験を踏まえ、さらに充実した誌面作りに邁
進してまいります。今後とも変わらぬご支援・ご鞭撻をお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（株）国際開発ジャーナル社

［開発コンサルタント］
アイ・シー・ネット株式会社
アジア航測株式会社
株式会社アルメックVPI
インテムコンサルティング株式会社
NTCインターナショナル株式会社
OAFIC株式会社
OPMAC株式会社
株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル
カーボンフリーコンサルティング株式会社
株式会社片平エンジニアリング・インターナショナル
株式会社協和コンサルタンツ
株式会社建設技研インターナショナル
株式会社コーエイリサーチ＆コンサルティング
国際航業株式会社
株式会社ジャイロス
株式会社三祐コンサルタンツ
株式会社JIN
セントラルコンサルタント株式会社
大日本コンサルタント株式会社
株式会社地域計画連合
株式会社地球システム科学
中央開発株式会社
株式会社TECインターナショナル
合同会社適材適所
株式会社テラグリーン
デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社
株式会社東京医療コンサルティング
株式会社ティーエーネットワーキング
株式会社日本空港コンサルタンツ
日本工営株式会社
パシフィックコンサルタンツ株式会社
株式会社パスコ
株式会社パデコ

ペガサスエンジニアリング株式会社
株式会社マツダコンサルタンツ
株式会社毛利建築設計事務所
八千代エンジニヤリング株式会社
株式会社山下設計
山田ビジネスコンサルティング株式会社
ユニコインターナショナル株式会社
リロ・パナソニックエクセルインターナショナル株式会社
株式会社レックス・インターナショナル

［開発援助専門機関・団体］
一般財団法人海外産業人材育成協会
一般財団法人国際開発センター
一般財団法人国際臨海開発研究センター
公益社団法人青年海外協力協会
一般財団法人日本国際協力システム
一般財団法人日本国際協力センター
一般財団法人日本総合研究所

［メーカー・施工企業］
ヤマハ発動機株式会社
株式会社利根エンジニア

［ＮＧＯ・ＮＰＯ］
公益財団法人オイスカ

［印刷デザイン・翻訳・サービス］
株式会社アレックス
株式会社光邦
株式会社国際サービス・エージェンシー
高山印刷株式会社
株式会社ティックス
東京ビジネスサービス株式会社
株式会社ファーロ
株式会社ブランデザイン

（社名・団体名は五十音順）

結果概要


